
京浜スマートコンビナートの
構築に向けて

京浜臨海部コンビナートの課題と京浜臨海部コンビナートの課題と目標目標

京浜臨海部コンビナートの目標 京浜臨海部コンビナートの強みと課題
優れた立地条件

国際的な競争環境
の激化

京浜臨海部コンビナート高度化等検討会議では、企業間連携を通じたエリア全体の効率向上をめざしています。
連携によりエネルギー効率が改善されれば、環境への負荷が軽減され、効率よくモノが生産され、社会全体の
付加価値向上につながります。メンバーの業種は多岐にわたり、石油精製、石油化学、鉄鋼、セメント、化学、電力、
ガスといった多様な企業が、業種の壁を越えて手を組み、話をしていく中で、今まで考えられなかったアイデア
が出てきています。コンビナートは立地企業が連携してこそ強みを発揮します。今後も、スマートコンビナート
の構築に向けてエンドレスでエリア全体の効率向上を追求していきたいと考えています。
コンビナートを取り巻く競争環境は激化しておりますが、企業、行政、関係団体でしっかりとコミュニケーション
を図り、一丸となって取り組んでまいります。

京浜臨海部コンビナート高度化等検討会議

京浜臨海部コンビナート高度化等検討会議  座長 藤井 文人

発電所から周辺事業所への蒸気供給

企業間で重質油分解装置を組み合わせた一体的運用製鉄高炉スラグのセメントへの活用によるCO2 排出抑制
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京浜臨海部コンビナート高度化等検討会議について

構成メンバーの主な事業活動

お問い
合わせ

先

京浜臨海部コンビナート高度化等検討会議 事務局
川崎市経済労働局国際経済推進室
〒210-0007 川崎市川崎区駅前本町11-2  川崎フロンティアビル10階
tel.044-200-2335  fax.044-200-3920

神奈川県政策局自治振興部地域政策課
〒231-8588 横浜市中区日本大通１
tel.045-210-3255  fax.045-210-8837

構成メンバー（令和 3 年 7 月現在）

メ ン バ ー

オブザーバー

ENEOS（株）、旭化成（株）、川崎オキシトン（株）、川崎天然ガス発電（株）、JFE スチール（株）、

出光興産（株）、昭和電工（株）、（株）デイ･シイ、東亜石油（株）、東京ガス（株）、東京電力グループ、日本冶金工業（株）、

NPO 法人産業・環境創造リエゾンセンター、経済産業省関東経済産業局、神奈川県、横浜市、川崎市

　京浜臨海部は、石油精製・石油化学・鉄鋼等の基幹産業が集積し、長年にわたり日本経済を牽引して
きました。近年は、研究開発機能等も担い、引き続き我が国の産業競争力を支える素材・エネルギーの
供給拠点として重要な役割を担っています。

　一方、これらの産業を取り巻く国際的な競争環境は激しさを増しています。また、エネルギー多消費
型の産業でもあることから、地球環境問題への対応も求められています。さらに、自然災害への備え、
産業保安対策の強化も求められています。

　こうした課題への対応は、個別企業レベルではこれまでも取り組まれてきましたが、今後、一層の展
開を図るためには、企業や業種の垣根を越えた企業間の連携による取組みが重要となります。

　そこで、生産活動の効率化や資源・エネルギーの有効活用に繋がる企業間連携の取組み及び実現方策
等を検討するとともに、その事業化を図ることにより、既存産業をより高付加価値型へと転換し、環境
共生型のエネルギー産業の集積をめざすことを目的として、平成 20 年 1 月に京浜臨海部立地企業や関
係行政機関等により、「京浜臨海部コンビナート高度化等検討会議」を立ち上げました。

　検討会議では、「京浜スマートコンビナートの構築」を目標像として掲げ、立地企業に共通する課題に
ついて様々な検討を行っており、地域内での強力なネットワークづくりが進んでいます。

■川崎市川崎区、横浜市鶴見区・神奈川区（京浜３区）の海側約 4,300ha の産
業集積エリアに位置する京浜臨海部コンビナートは、人口や企業が集積し、
我が国最大の消費地である首都圏に立地しています。

■京浜港や羽田空港に近接し、首都高速道路をはじめとする道路網も整備され
ており、陸海空の交通結節点となっています。

■また、都市に近いことから、リサイクル可能な使用済み製品が豊富に存在し
ています。このエリアでは、1997 年に認定された川崎エコタウン事業に代
表されるように、循環型社会形成に向けた取組みも先導してきました。

高効率・高付加価値型の
産業が集積し、我が国経済をリード

■京浜臨海部は、石油精製、石油化学、鉄鋼、セメント、化学、電力、ガスといった
多様な産業がフルセットで立地し、長年にわたり我が国経済を牽引する役割を担っ
てきました。

■近年では、省エネ・省資源型の生産への取組みや、最先端の研究開発により、環境
に配慮した高効率・高付加価値型のコンビナートに生まれ変わっています。

■シェール革命による安価な石油
化学製品の流通や中東・アジア
等における大規模かつ最新鋭の
生産施設の新増設は、小規模・
分散型の我が国のコンビナート
の大きな脅威となっています。

■国内市場では少子高齢化等を背
景として、需要の縮小は避けら
れません。

地球温暖化をはじめとする
環境問題への対応

自然災害への対応と
産業保安の強化

■京浜臨海部にはエネルギー多消費型の産業が集
積しており、地球温暖化対策の一層の推進が必
要です。川崎エコタウン事業の確実な推進と深
化など、循環型社会形成に向けた取組みも求め
られています。

■同時に、高度成長期に生じた公害問題に取り組
む過程で蓄積された世界最先端の環境技術を有
する産業が集積していることから、環境分野で
の国際社会への貢献が期待されています。

■首都直下地震や南海トラフ巨大地震等
の発生の切迫性が指摘される中、災害
時に素材・エネルギーの安定供給を図
るためにも、コンビナートの強靭化が
求められています。

■また、京浜臨海部には高経年化した生
産設備を有する立地企業も多く、ベテ
ラン技術者の退職などもあいまって、
産業保安の強化が求められています。

従業者1人当たり粗付加価値額（製造業/平成27年）

※出所：平成 28 年経済センサス活動調査 （総務省・経済産業省）
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京浜臨海部コンビナートの課題に対応し、強みを活かした取組みを進めるにあたり、検討会議のメンバー
が共有するための目標を設定しています。（平成23年5月にとりまとめた「京浜臨海部コンビナート高度化等検討会議報告」から）
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国際競争力の強化

産業と環境の好循環を生み出す取組み

京浜スマートコンビナートの構築

京浜臨海部における
企業間連携の取組み事例

水素の有効活用による CO2 排出量の削減 　　　製鉄高炉スラグのセメントへの活用

重質油分解装置の一体的運用  　　　火力発電所から周辺事業所への蒸気供給

京浜スマートコンビナートの
構築に向けた今後の取組み

3
安全・安心の確保と

地域との共生

2
地球温暖化をはじめとする

環境問題への対応

■資源・エネルギー循環、エネルギー効率向上

様々な企業間連携が可能

トップランナー企業の立地
多様な産業がフルセットで集積
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■物流機能の強化　■操業環境の充実　■人材の確保育成 ■保安機能の充実

従業者数（全産業/平成26年） 製造品出荷額等（製造業/平成27年）

※出所：平成 26 年経済センサス・基礎調査
　（総務省・経済産業省）
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※出所：平成 28 年経済センサス活動調査 
　（総務省・経済産業省）

面積（平成29年）

神奈川県
2416.17㎢

※出所：平成 29 年全国都道府県市区町村別面積調
　（国土地理院）

地域の経済や雇用に貢献
■京浜臨海部は、面積で

は神奈川県全体の４％
にすぎませんが、従業
者数では 11.3 ％、製
造 品 出 荷 額 等 で は
24.2％を占めており、
地域の雇用や経済を支
える重要な役割を担っ
ています。
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4  規制の見直しや新たなしくみづくりに向けた提言

【世 界】 【国 内】

【地 域】

立地企業が有する優
れた環境技術の海外
への移転による地球
全体の低炭素化への
貢献をめざし、先端
的な環境技術の情報
発信に努めます。

企業間連携の様々な可能
性を探るため、国内のコ
ンビナート都市間で情報
交換等を行います。

事故の防止や防災対策など、生産活動の
前提となる安全・安心の確保を図るとと
もに、周辺住民や行政等との間に良好な
関係を構築し、地域との共生を図ります。

■情報発信の強化

競争力を支える事業環境整備に向けた取組み 安全・安心の確保のための取組み

事例 1

事例 2

事例 3

事例 4

※各企業は多様な事業を展開しておりますが、ここでは検討会議の
テーマとの関わりにより分類しています。

①実現をめざす象徴的な取組み
②今後も担い続ける拠点機能の強化

東京都
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▶生産活動の高効率化や高付加価値化、エネルギー効率向上を追求するトップランナー企業の
　集積・連携により「産業と環境の調和と好循環」を実現するコンビナート
▶先進的な環境技術、資源生産性が高く環境負荷の小さい生産モデルを世界に発信するショールーム

基 本
目 標

目標像

経済産業省資源エネルギー庁、経済産業省製造産業局素材産業課、石油コンビナート高度統合運営技術研究組合（RING）
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（検討会議）

（令和3年10月現在）

年度 検討会議の活動 京浜臨海部コンビナートに関わる主な動き
H19 ・検討会議発足（20.1.23）

・全体会議の開催 2 回

H20 ・全体会議の開催 3 回
・部会の活動（パイプライン活用、石油残渣からの DME 製造）

・川崎天然ガス発電所が運転開始

H21
・全体会議の開催 3 回
・部会の活動（パイプライン活用）

・川崎スチームネット㈱により、発電で利用した蒸気を近隣工場に供給する取組み開始
・扇島パワーステーション（発電所）（東京ガス㈱と旧昭和シェル石油㈱の共同出資）が
   運転開始

H22
・全体会議の開催 3 回
・部会の活動（高経年化設備の安全評価手法）
・連携テーマ抽出のためのブレインストーミング
・勉強会（LNG 冷熱活用、水素活用）

H23

・全体会議の開催 4 回
・ワーキンググループの活動（ユーティリティ共有化、跡地・遊休配管活用、

LNG 冷熱活用、水素活用）
・川崎国際環境技術展への出展
・報告書「京浜スマートコンビナートの構築に向けて」とりまとめ

・東亜石油㈱が京浜製油所扇町工場の操業を終了し、水江工場に機能集約

H24
・全体会議の開催 2 回
・ワーキンググループの活動（水素活用、跡地・遊休配管活用、扇町エリア）
・川崎国際環境技術展への出展

・旧東燃ゼネラル石油㈱と旧 JX 日鉱日石エネルギー㈱による「企業間連携を通じた水素
の有効活用」の取組みの開始

・旧東燃ゼネラル石油㈱と旧昭和シェル石油㈱の石油製品供給体制に関する協業について発表

H25
・全体会議の開催 4 回
・ワーキンググループの活動（ユーティリティ共有化、LNG 冷熱活用）
・川崎国際環境技術展への出展

・川崎臨海部水素ネットワーク協議会の設立

H26
・全体会議の開催 2 回
・ワーキンググループの活動（ユーティリティ共有化、LNG 冷熱活用）
・川崎国際環境技術展への出展

H27
・全体会議の開催 3 回
・ワーキンググループの活動（ユーティリティ共有化、LNG 冷熱活用）
・川崎国際環境技術展への出展

H28

・全体会議の開催 3 回
・ワーキンググループの活動（ユーティリティ共有化）　
・川崎コンビナート地域における規制緩和に向けた中間報告を川崎市に提出
・川崎コンビナート地域における規制緩和に向けた要望書を国に提出
・川崎国際環境技術展への出展　

H29
・全体会議の開催 2 回
・ワーキンググループの活動（企業主導型保育所事業活用共同保育所設置）
・川崎国際環境技術展への出展

・旧 JX エネルギー㈱と旧東燃ゼネラル石油㈱が合併し、JXTG エネルギー㈱に商号変更
・川崎市「臨海部ビジョン」の策定

H30
・全体会議の開催 2 回
・ワーキンググループの活動（ユーティリティ共有化、LNG 冷熱活用、企業

主導型保育所事業活用共同保育所設置）

・川崎市「川崎臨海部再生リエゾン推進協議会」が「川崎臨海部活性化推進協議会」に　
名称変更

・横浜市「京浜臨海部再編整備マスタープラン」改定

R1 ・全体会議の開催３回
・ワーキンググループの活動（企業主導型保育所）

・昭和シェル石油㈱と出光興産㈱は経営統合し、出光興産㈱に商号変更

R2 ・全体会議の開催３回
 ・ワーキンググループの活動（ドローン飛行計画書検討）

・JXTG エネルギー㈱が ENEOS ㈱に商号変更


